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研修会参加報告書 

                        

                       佐野市議会議員 小森隆一 

１．研修会概要   

①研修名：第 56回 議員の学校 

②開催日：2025年 5月 7日（水）・8日（木） 

③会場：都立多摩図書館セミナールーム（オンライン参加） 

④主催：NPO法人多摩住民自治研究所 

 

 本研修は、「わかる！できる！始めよう！ 地域発の気候変動政策」を中心

テーマとして、自治体の脱炭素化、地域新電力、市民参加、子どもの権利と教

育政策など、自治体運営に直結する幅広い内容が取り上げられた。佐野市にお

いても、公共施設の老朽化、再エネ導入の遅れ、気候変動への適応など多くの

課題を抱えており、今回の研修は今後の政策形成に大きく資するものであった。 

 

２．研修内容 

【1日目：2025年 5月 7日（水）13:00〜18:00】 

● 第 1講  

「地域の脱炭素転換と地域発展」   

           講師：歌川学 氏（産業技術総合研究所 主任研究員） 

 

•温暖化の進展で大きな悪影響の可能性がある。世界で 2030年に排出半減、2050

年排出ゼロなどの対策をとれば悪影響を小さく抑えられる。 

•地域で、更新時に優良省エネ設備機器に変え、再エネ転換することにより、CO2

を 2030年に 60%以上削減、2050年にほぼ 100%削減できる技術的可能性がある。 

•対策により膨大な光熱費を半分に削減可能。設備投資が必要だが「もと」がと

れる。脱炭素は気候危機回避とともに、地域に大きなメリット。断熱建築や省

エネ工事を地域企業が受注すればお金が地域で回る。地域の共通課題解決にも

寄与する。 

•脱炭素社会はまちづくりでもある。住民、地域の様々な主体が議論してまちの

将来を決めていくことが必要である。 

  

▪歌川氏より、脱炭素化を「環境政策」ではなく「地域経済政策」として捉える

視点が示された。再エネ導入や省エネ化は、エネルギーコスト削減だけでなく、

地域内経済循環の拡大、雇用創出、地域企業の競争力強化につながると説明さ

れた。特に、自治体が率先して公共施設の再エネ化を進めることは、市民や企

業の行動変容を促す効果があると強調された点が印象的であった。 

▪地域特性に応じたエネルギーミックスが鍵となり、太陽光・小水力・バイオマ

スなど、地域資源の組み合わせが重要である。 

▪自治体の役割は「方向づけ」と「場づくり」であり、民間・市民・金融機関を

巻き込む協働体制が不可欠である。 

▪脱炭素は人口減少地域こそチャンスであり、省エネ住宅、地域交通、公共施設
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のエネルギー管理など、生活の質向上とセットで進めるべきである。 

 

▪佐野市でも、学校や庁舎、文化施設など多くの公共施設が更新時期を迎えてお

り、更新と同時に太陽光発電や省エネ設備を導入することは、財政負担の軽減

と脱炭素の両立につながると感じた。 

 

 

● 実践報告１  

「所沢市地域新電力事業について～ところざわ未来電力～」 

  

▪ところざわ未来電力は、所沢市（51％出資）・民間・金融機関・商工会議所に

より平成 30年に設立された地域新電力会社 

▪公共施設の電力調達を地域電力に切り替え、利益を地域に還元。 

▪地域の脱炭素と経済循環を両立するモデルとして注目。 

 

■ところざわ未来電力の強み 

①地域密着型の企業である。 

・売り上げの一部を地域還元している（所沢市への寄附、子育て世帯への割引） 

②電気の地産地消 

・電源のうち、地産率（所沢市内）が約３０％（２０２３年度実績）である 

③環境に配慮した電力を電源とし、排出係数の低い電力を販売 

・電源のうち、再生可能エネルギー及び未利用エネルギー由来の割合が約９０％

（２０２３年度実績） 

④地域大手電力会社よりも安価な料金設定 

・高圧では全施設で地域の大手電力（みなし小売電気事業者）の標準プランよ

り安価な点を確認。低圧では規制料金の３％安価な価格で電力を販売している。 

⑤会社経営が安定している 

・安定した黒字経営（買い入れが少なく市場の急変に強い） 

 

 

●実践報告２ 

市民電力が拓く再エネで暮らす未来「こだいらソーラーの取組み」 

              ＮＰＯ法人 こだいらソーラー 都甲公子氏 

 

・3.11 原発事故を契機に、原発に依存しない持続可能な社会を目指し、放射能

も温室効果ガスも出さない再生可能エネルギーへのシフトを地域ですすめるた

め 2012年に発足し、いち早く市民共同発電所づくりに取り組み、小平市と東村

山市に現在７基 100kWの太陽光発電所による市民発電所を運営している。 

・設置費用は市民から集め、売電事業により返却するしくみであり、再エネで

暮らす未来の実現のため、再エネを増やそう、再エネを選ぼうと呼び掛けてい

る。「市民が主体となるエネルギー転換」の実例である。 

・また、市民発電所を地域のエネルギーシフトのシンボルとして、講演会、見
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学会、イベント出展など、省エネと再エネの啓発事業を行い、他団体や行政と

の連携、交流を図っている。 

・2020年度気候変動アクション環境大臣表彰を受賞。 

 

▪所沢市の「ところざわ未来電力」や、小平市の市民発電所「こだいらソーラー」

の事例では、自治体・市民・民間が連携し、地域で生み出した電力を地域で使

う仕組みが紹介された。これにより、電力料金が地域外に流出するのを防ぎ、

地域経済の活性化につながっている。 

 

▪佐野市でも、公共施設の電力調達に地域新電力を活用する可能性や、市民発電

所の設置支援など、応用できる余地は大きい。特に、佐野市は日照時間が比較

的長く、太陽光発電のポテンシャルが高い地域であるため、地域資源を活かし

た再エネ事業の展開が期待できると考える。 

 

【2日目：2025年 5月 8日（木）10:00〜16:30】 

● 第 2講 

「子どもの権利が活かされる教育を、自治体で支えるためには」   

  講師：荒井文昭 氏（東京都立大学客員教授／多摩住民自治研究所理事長） 

 

①子どもの権利をめぐる政策の推移 

・子どもの権利条約の理念を自治体政策に落とし込む必要性がある   

・「意見表明権」「最善の利益」「差別の禁止」などを学校運営・行政判断に

反 

映。 

②子ども・青年の意識、および不登校の拡大  

③子どもの声がないがしろにされている事例  

④子どもの権利条例づくり 

・自治体は“権利保障のインフラ”である。   

⑤学校運営協議会（コミュニティ・スクール）の可能性と課題  

・学校現場任せにせず、制度・予算・相談体制を整えることが不可欠である。  

⑥子どもの声が届く学校づくり  

・子どもの声を政策に反映する仕組みづくりが重要である。   

・子ども議会、アンケート、ワークショップなど多様な手法が有効である。 

・教職員の働き方改革と権利保障は不可分   

・教員の余裕がなければ、子どもの権利は守れない。 

 

▪荒井氏より、子どもの権利条約の理念を自治体教育にどう反映するかが議論さ

れた。気候変動教育や環境学習は、将来世代の権利保障の観点からも重要であ

り、自治体が積極的に支援すべき分野であると示された。 

 

▪佐野市でも、学校施設の老朽化対策と同時に、環境教育の充実や再エネ設備の

導入を進めることで、子どもたちが持続可能な社会を学ぶ機会を増やすことが
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できると考える。 

● 第 3講 

「自治体の気候変動政策と市民の取り組み」   

              講師：吉田明子 氏（国際環境 NGO FoE Japan） 

 

・自治体の気候行動は“市民参加”が成功の鍵であり、住民説明会、協働プロ

ジェクト、ワークショップなど、参加の場づくりが重要である。 

・脱炭素は“合意形成のプロセス”が最も大切であり、反対意見や不安に丁寧

に向き合うことが、長期的な政策の安定につながる。 

・自治体は「気候非常事態宣言」だけで終わらせないことであり、具体的なロ

ードマップ、予算、KPI設定が不可欠である。 

・市民の取り組みを行政が後押しする仕組みが重要であり、省エネ支援、再エ

ネ導入補助、地域コミュニティの活動支援などがポイントとなる。 

 

▪吉田氏より、自治体の気候変動対策は市民参加が不可欠であり、省エネ、再エ

ネ導入、生活スタイル転換など、市民と協働する仕組みづくりが重要と示され

た。佐野市でも、民間、地域団体や学校等との連携強化が必要であると感じた。 

 

▪吉田氏からは、自治体の気候変動対策は市民参加が不可欠であり、行政だけで

は限界があると指摘された。省エネ、再エネ、生活スタイルの転換など、市民

と協働する仕組みづくり、さらには市民の行動変容を促す仕組みづくりが重要

と示された。 

 

▪佐野市でも、地域団体や学校、企業と連携したワークショップや市民協働プロ

ジェクトを展開することで、気候変動対策を「市民全体の取り組み」へと広げ

ていく必要があると感じた。 

 

３．所感 

 今回の研修を通じて、気候変動対策は単なる環境政策の一分野ではなく、自

治体運営の根幹に関わる総合政策であることを強く実感した。特に印象的だっ

たのは、脱炭素化が「地域の負担」ではなく「地域の成長戦略」になり得ると

いう視点である。再エネ導入や省エネ化は、温室効果ガス削減だけでなく、地

域内経済循環の拡大、災害時のレジリエンス向上、教育の充実、市民参加の促

進など、多方面に波及効果をもたらす。これまで環境政策は“コスト”として

捉えられがちだったが、今回の講義や事例を通じて、むしろ“投資”として位

置づけるべきであるという認識が深まった。 

 また、所沢市や小平市の事例から、自治体・市民・企業が連携することで、

地域のエネルギーを地域で賄う仕組みが現実的に構築できることを学んだ。佐

野市でも、公共施設の老朽化が進み、更新時期を迎える施設が増えているが、

これを単なる更新事業として捉えるのではなく、再エネ導入や省エネ化を組み

合わせた「未来への投資」として位置づけるべきだと感じた。特に、佐野市は

日照条件に恵まれており、太陽光発電のポテンシャルが高い地域である。市有
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施設への PPA 方式による太陽光発電設備の導入が進んでいる現状は、今後の再

エネ拡大の基盤となるものであり、これをさらに広げていく必要がある。 

 さらに、気候変動教育や子どもの権利に関する講義では、将来世代の視点を

政策にどう反映するかという重要なテーマが示された。気候変動は長期的な課

題であり、今の子どもたちが大人になる頃に最も深刻な影響が現れる。だから

こそ、教育現場での環境学習の充実や、学校施設への再エネ導入を通じた“学

びの場そのものの変革”が求められる。佐野市でも、学校施設の更新が進む中

で、環境教育と施設整備を一体的に進める視点が不可欠であると感じた。 

 また、市民参加の重要性についても改めて認識を深めた。行政だけで気候変

動対策を進めることは不可能であり、市民の行動変容を促す仕組みづくりが不

可欠である。ワークショップや協働プロジェクトなど、市民が主体的に関わる

場をつくることが、地域全体の意識を高め、持続可能な取り組みへとつながる。

佐野市でも、地域団体や学校、企業と連携し、市民参加型の気候変動対策を進

める必要がある。 

 総じて研修を通じ、気候変動対策は単なる“環境政策”としてではなく、地

域経済、教育、市民参加など自治体運営全体に関わる重要なテーマである“地

域の未来をつくる総合政策”として捉え直す契機となった。佐野市においても、

公共施設更新、再エネ導入、市民参加の仕組みづくりなど、多くの課題が山積

しているが、同時に大きな可能性も秘めている。今回得た知見を議会活動に活

かし、持続可能で魅力ある佐野市の実現に向けて取り組んでいきたい。 

 








